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論 文 内 容 要 旨
本論文 は、1955年か ら1998年の日本のマクロデータを用いて、公的資本 ス トックを組み込んだ経
済成長モデルが内生的であるか外生的であるかを共和分検定によって分析 したものである。
論文の構成 は、以下の通 りである。第1章 では本論文の目的 と関連論文の簡単な紹介を行 ってい
る。第2章 では、新古典派の外生的経済成長理論 と基本的な内生的経済成長理論 とを、2っ の経済
成長理論 の相違点 を中心 にまとめている。第3章 では、本論文 で採用 したモデルの紹介を行 ってい
る。第4章 では、統計的検定方法 と して用 いたJohansenの共和分検定 と構造変化変数を組み入れ
た国友の共和分検定にっいてまとめている。第5章 では、実証分析で用いた 日本のマクロデータに
ついて、特 に資本 ス トックの推定方法 につ いて説明 している。第6章 は、実証結果 につ いての報告
である。第7章 は、残 された問題を含めた本研究 のまとめであ る。以下、各章の内容 にっいて、簡
単 に述べていく。
第1章 に述べ るように、本研究の 目的は、(1旧本の経済成長が公的および私的資本ス トックを決
定要因 として内生的に成長 しているのか、それとも外生的要因によって成長 しているのかを統計的
に調べ ることと、(2)私的資本ス トックと公的資本ス トックの外部効果を測 ることである。
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ここで、`外生的に成長する'と は1960年代 の新古典派経済成長理論 に基づ くものであ り、長期
的経済成長率 が外生的に与え られた人 口増加率や技術進歩率によって成長す ることであ る。 それに
対 して、`内生 的に成長す る'と は長期的な経済成長率が、経済構造の内部にある知識の蓄積 や資
本ス トックといった要因 によって成長 してい くことである。
内生的経済成長理論 は、Romer(1986)とLucas(1988)の論文を きっか けと して盛んに研究
されて きた。論文 の多 くは各国間の経済成長率の格差を説 明す るための ものであり、実証分析 もク
ロス ・セクションデー タを用 いた ものが多 い。 これに対 して、一国の経済成長率を時系列的に分析
したものは少 ない。
本研究 は、1955年以降の 日本 のマクロ経済時系列 データに対 して、内生的 ・外生的経済成長 を一
体化 したモデルを適用 して、 日本の経済成長 に関する特長 を分析する ものである。
第2章 においては、各経済成長理論 にっ いて説明 している。外生 的経済成長論 はいわゆる新古典
派理論 で あ り、Solow(1956,1959)とSwan(1956)を基 本 に して、Cass(1965)、Koopmans
(1965)等によって彫琢 されている。新古典派成長理論 において も、経済成長の要因 につ いてはい
ろいろ検討 され、内生的に説明 しようとする試み も行われていたようであるが、 これ らの議論 は、
当時は新古典派の基本的な理論の単 なる拡張 としかみなされず、経済成長理論 は1960年代において、
ほぼ議論 しっ くされたよ うに思 われて いた。 しか し、Romer(1986)とLucas(1988)の論文 に
よ って再び経済成長理論に関する研究が盛んに行 われ始めた。
新古典派理論 の特長 は、生産関数が、規模 に関 して収穫一定であ り、各投入物 に関 して収穫逓減
的であ り、代替の弾力性がプラスであるということを仮定 している。 これ らの仮定 によ り、一人 あ
た りの長期的な経済成長率 は外生的な人 ロ増加率や技術進歩率 によ って発生す ることになる。 これ
に対 して、内生的経済成長 モデルの特長 は、資本 に関す る収穫逓減性のかわ りに収穫一定性を仮定
す ることにあ る。Romerモデルは収穫一定性を仮定す るために、経済主体 は投資のたびごとに生
産活動 に寄与する知識、っ まり、知的資本を創出 し蓄積 していると考えている。本章で以上を数学
的 モデルとして考察 している。
第3章 は、本研究で用いた成長モデル、すなわち、資本 ス トックを私的資本ス トックと公的資本
ス トックに分 け、 内生 的経済成長 モデル と外生的経済成 長 モデル とを一体化 したLauandSin
(June1997)のモデルについて説明 してい る。彼 らのモデルの特長 は、各変数(一 人 あた り産出
量、一人あた り私的資本ス トック、一入 あた り公的資本ス トック)の イ ンパ ルスが一次 自己回帰 モ
デルに従 うと仮定 されていることであ る。 この ことによ り、内生的経済成長理論の特徴である収穫
一定性 はイ ンパ ルスの定常性 と変数の共和分関係 とに結 びっ き、外生的経済成長 モデルの特徴 であ
る収穫逓減性 はイ ンパルスが一次和分 であることと トレン ド項 を含 めて共和分関係が成立す ること
と結 びつ き、同一 のモデルで内生的経済成長 と外生的経済成長を検定により確定することができる。
第4章 においては、Johansen(1988,1989,1994)とJohansenandJuselius(1990)の論文
中、本研究で用いた共和分検定の手法につ いて簡単 に説明 している。Johansenの共和分検定 には
トレース検定 と最大固有値検定があり、各検定 は帰無仮説 は同 じで あるが対立仮説が異なる。帰無
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仮説 は 「H2(ア):7個の共和 分 ベ ク トルが存在 す る」 で あ るが、 トレー ス検 定 の対立仮 説 は 「莇(r):
rankH≦ρ」(rlは誤差修 正 項、Pは 変数 の数)で あ り、最 大 固有値 検 定 の対立 仮説 は 「茄(7+1):
rankH≦;ア+1」で あ る。 帰無 仮 説 とそ れ ぞれ の対 立 仮説 の下 で推 定 した モデ ルの 尤度 比 が検 定 統
計量 であ る。 本 研究 で は定数 と トレン ド変数 を含 ん だVARモ デ ル を使 って い る。 共和 分検 定 の有
意点 は トレン ド(demeaned)を追 加 してJohansen(1994)の表5を 用 いて い る。
また、 日本 経済 は構 造変 化 を起 こ してい る可 能性 が あ るので、説 明変数 に構 造変 化 ダ ミーを加 え
て いる国友(1996)の共和分 検 定 につ いて も説 明 して い る。
第5章 は、 実証 分析 で用 いた 日本 の時 系列 デ ー タの 出典 、 特 に資本 ス トックデー タの推定 方 法 に
っ いて説明 して い る。 資本 ス トックの生産 力 は、 日本 で は、耐 用年 数 に達 す る直前 に急 激 に低下 す
ると考 え られ、純 概念 で はな く粗 の概 念 で資産 を推 定す るのが一般 的 で あ る。 したが って、 主 と し
て用 いた 日本 の 資本 ス トックデ ー タは、 民間部 門 で は減価 償却 分 を除去 す る前 の粗 資産 『民 間 企業
資本 ス トック』経 済企 画庁 であ る。公 的資本 ス トラクは 『日本 の社会 資本』 経済 企画庁 編集 で あ る。
公 的資 本 ス トックは1953年か ら1993年までで あ るので、1994年か ら1998年までを推 計追 加 した。 な
お、 純 固定資 産 にっ いて は 『国民 経済 計算 年報』 で公 表 され て い る、1969～1997年の デ ー タを用 い
て分析 を試 み た。
具体 的 には、資本 ス トックの推計 に用 い られて い るPI法(PerpetualInventoryMethod)、BY
法(BenchmarkYearMethod)、PS法(PhysicalStockValueMethod)にっ い て の簡 単 な説
明 と、耐 用年 数 と除却 、 デ フ レー タの算定 、公 的実質 粗資 産 の求 あ方 を扱 って いる。
第6章 で は、第1節 にお いて、第3章 で説 明 した確 率 的成 長 モ デルの イ ンパ ル スの性 質 に応 じて、
内生 的成 長 モ デ ル2ケ ー ス(strongformとweakform)、外 生 的成 長 モ デル7ケ ー スに つ いて
述 べ て い る。 第2節 にお いて は、Johansenの共和分 検 定 と国友 の共 和 分検 定 によ る実証 結果 につ
いて報 告 して い る。Johansenの共 和 分検 定で は共和 分 ラ ンクは ゼ ロで あ った。 これ は、 一人 あ た
り産 出量 、私 的資 本 ス トック、公 的 資本 ス トックの3変 数 間 に長 期 的関 係 が存在 しな い こ とを意 味
す る。 これ は生産 関数 の主要 な要 素 は資本 と労働 で あ る とい う経 済 成長理 論 の基 本 的概念 か らして
不 合理 で あ ると考 え られ る。 そ こで、 構造 変化 の変数 を組 み入 れ た国友 の モ デルを用 いて共和 分検
定 を行 った ところ、1984年に構造 変化 が あ るとの結果 を得 た。構 造変 化 を入 れ た実証 結果 は ラ.ンク
2で あ った。 第3節 で は、構 造変 化 を考慮 した、 私 的資本 ス トック と公 的資 本 ス トックに よ る外部
効果 の推 定結 果 を報告 して い る。公 的資 本 ス トックに関す る産 出弾 力性 は0,12であ り、 これ はLau
andSin(June1997)のアメ リカ の推 計値 と ほぼ同 じで あ る。 しか し、 私 的資 本 ス トックが もた
らす外部 効果 は、 混雑 パ ラメ ー タが ゼ ロの時(人 口増 加 に応 じて混 雑 が発生 す る場 合)は0.37、混
雑 パ ラ メー タが0.38の時(生 産活 動 に応 じて混 雑 が発 生 す る場 合)は0.67とな り、 これ は、Lau
andSin(June1997)によ る アメ リカ の推 計値 の3倍 以上 とな った。 第4節 にお いて は、 公 的粗
資本 ス トックを構成 す る20部門 の それぞ れを公 的資本 ス トック とみ な した場合 の結 果 を報告 して い
る。 興 味 あ るこ とに、 ほ とん ど全 て の部 門 において、 トレ ン ド項 の符 号 はマ イナ スで あ った。
第7章 で は、今後 残 され た問題 を含 め て、 実証 結果 を ま とめた。
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最後 に、 付録 と して、 デー タお よび プ ログ ラム(TSP)を 添付 した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、RomerとLucasの論文以降関心の高 まった内生的経済成長理論 と最近の時系列分析
法の1っ である単位根 ・共和分検定の手法を日本 のマクロ経済時系列 に適用 して、戦後の経済成長
が内生的要因 によったのか外生的要因によったのかを検証す るとともに、私的資本ス トックと公的
資本 ス トックの外部効果の測定を試みたものである。論文 の特徴は、資本ス トックを私的資本 と公
的資本 に分 け、内生的経済成長 モデル と外生的経済成長モデル とを一体化 したLauandSinモデ
ルを適用 し、時系列 デー タは構造変化を ともな う単位根過程 に従 うと仮定 して、VARモ デルの共
和分検定 によ り、一人あたり実質GDPの 対数値、一人 あた り実質私的資本ス トックの対数値、一
人 あた り実質公的資本 ス トックの対数値 と トレン ドとの間 に長期的に安定 した関係が存在す るか否
かを検証することにある。
本論文において評価で きる貢献 は以下 のよ うな諸点である。
1.公的資本 ス トックを94年以降推計 し、推定精度を向上 させている。
2.マ クロ変数 は1(2)に 従 うと見 ることも出来 るが、構造変化点が1っ ある単位根過程 に従 う
と見なす ことが出来 る。
3.構造変化 を無視す ると、マクロ変数 の間には長期的関係の存在を検証で きない。
4.マ クロ変数 は構造変化点が1っ ある単位根過程 に従 うと仮定す ると、構造変化 は1984年頃に発
生 し、マクロ変数間の長期的関係を示す共和分ベ ク トルが2っ 存在する。
5.日本の経済成長 は外生的で あり、私的、公的資本 ス トックのみを決定要因 と している訳ではな
い0
6.公的資本 ス トックに関す る産出弾力性 はアメ リカのそれと同程度であるが、私的資本ス トック
が もた らす外部効果は、アメ リカの推計値の3倍 前後 と高 い。
7.ト レンド項の係数 の符号は粗資本ス トックを利用す ると負 とな り、純資本 ス トックを利用する
と正 となる。 これ は粗資本 ス トックが会計上、オーバーブッキ ングされているか、民間企業が
オーバーインベス トメ ントしている可能性がある。我 が国のデータ作成法 は粗概念で は資本 ス
トックを過大評価 し、純概念では過小評価する傾向にあるが、 この傾向を検証 している、等で
ある。
もとより、本研究 をもとに日本 の経済成長が外生的であ った と結論す るには、資本ス トックデー
タの吟味、構造変化のある場合の共和分検定、共和分ベ ク トルが複数個存在す る場合 の解釈の問題
等、まだ詰 めるべ き論点 はあるが、それ らは今後 に残 された検討課題であり、それ によって本論文
の貢献が大 きく損なわれる訳で はない。
よ って本論文 は博士論文(経 済学)と して合格 と判定す る。
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